
防府市多様な事業者の参入促進・能力活用事業補助金交付要綱 

 

                       平成２８年６月３日制定 

（目的） 

第１条 地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設、地域子ども・子育て

支援事業の量的拡大を進める上で、私立認定こども園における特別な支援が

必要な子どもの受入体制を構築することで、良質かつ適切な教育・保育等の

提供体制の確保を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「私立認定こども園」とは、国、都道府県及び市町

村以外の者が設置した就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「法」という。)第２

条第６項に規定する認定こども園をいう。 

 （補助対象事業者） 

第３条 この補助金の補助対象事業者は、国が定める多様な事業者の参入促

進・能力活用事業実施要綱（平成２７年７月１７日府子本第８８号２７文科

初第２３９号雇児発０７１７第６号。以下「国要綱」という。）に基づく事

業を実施する私立認定こども園の設置者（以下「設置者」という。）とする。 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は、国が定める補助基準額と対象費用の支出額を比較して、

いずれか少ない額を限度として、予算の範囲内において市長が定める額とす

る。 

 （実施方法） 

第５条 実施方法は、国要綱４（２）に掲げるものとする。 

２ 健康面、発達面において特別な支援が必要な子どもとは、次の各号のいず

れかに該当する子どもとする。 

（１） 療育手帳、身体障害者手帳を所持している子ども 

（２） 専門医の診断書により特別な支援が必要と認める子ども 

（３） 療育施設への通園や医療機関への受診・訓練等している子ども 

（４） その他市長が特別な支援が必要と認める子ども 



（事業実施計画） 

第６条 事業を実施し補助を受けようとする設置者は、防府市多様な事業者の

参入促進・能力活用事業実施計画書（第１号様式）に次の各号に掲げる書類

を添えて、市長が別に定める期日までに、市長に提出しなければならない。 

（１） 障害児在園状況調書 

  （２） 障害児判定調書 

  （３） 保育士加配状況調書 

 （交付申請及び実績報告） 

第７条 前条の設置者は、事業を完了したときは、防府市多様な事業者の参入

促進・能力活用事業補助金交付申請書（第２号様式）に、事業実績を添えて

市長が定める期日までに提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、その内容を審査の上、補助金を

交付することが適当であると認めるときは、補助金の交付を決定し、防府市

多様な事業者の参入促進・能力活用事業補助金交付決定通知書（第３号様

式）により、その旨を当該設置者に通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第８条 前条の規定により交付決定を受けた設置者は、補助金の交付を受けよ

うとするときは、請求書（第４号様式）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により適法な請求書を受理したときは、３０日以内に

補助金を当該設置者に支払うものとする。 

 （関係書類の整備） 

第９条 補助金の交付を受けた設置者は、事業の実施状況及び当該事業に係る

収支について一切の状況を明らかにする帳簿その他の関係書類を整備し、補

助金の交付の決定があった年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 （報告及び検査） 

第10条 市長は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた設置者に

対して報告を求め、若しくは当該補助金の使用について、必要な指示をし、

又は関係職員に帳簿その他の関係書類を検査させ、若しくは関係者に質問す

ることができる。 

 （補助金の交付の決定の取消し等） 



第11条 市長は、補助金の交付を受けた設置者が次のいずれかに該当するとき

は、当該補助金の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 （１） この要綱又は国要綱に違反したとき。 

 （２） 虚偽の申請その他不正な手段によって補助金の交付を受けたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、

すでに補助金が交付されているときは、当該設置者に対し、期限を定めてそ

の返還を命ずるものとする。 

 （その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２８年６月３日から施行し、平成２８年４月１日から適用

する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第６条関係） 

 年  月  日  

 

（宛先）防府市長 

 

                 所 在 地 

                 法 人 名 

                 代表者名              

                 施 設 名               

 

 

      年度防府市多様な事業者の参入促進・能力活用事業実施 

計画書 

 

防府市多様な事業者の参入促進・能力活用事業を実施しますので、防府市多

様な事業者の参入促進・能力活用事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、

下記の書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 障害児在園状況調書（別紙１） 

２ 障害児判定調書（別紙２） 

３ 保育士加配状況調書（別紙３） 



第２号様式（第７条関係） 

 年  月  日  

 

（宛先）防府市長 

 

                 所 在 地 

                 法 人 名 

                 代表者名              

                 施 設 名               

 

 

      年度防府市多様な事業者の参入促進・能力活用事業補助金 

交付申請書 

 

防府市多様な事業者の参入促進・能力活用事業補助金交付要綱第７条の規定

に基づき、下記により補助金を交付されるよう申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額       金            円 

 

２ 事業実績  保育士加配状況調書（別紙３） 

 

 

  



第３号様式（第７条関係） 

 

  指令防子第      号  

 

防府市多様な事業者の参入促進・能力活用事業補助金交付決定通知書 

 

                    所在地             

法人名             

施設名             

 

 

年  月  日付けで申請のありました    年度防府市多様な事業

者の参入促進・能力活用事業補助金について、下記のとおり交付することに決

定したので、防府市多様な事業者の参入促進・能力活用事業補助金交付要綱第

７条第２項の規定により通知します。 

 

  年（   年）   月   日 

 

防府市長              

 

補助金交付決定額   金           円 

 

 

 

 



第４号様式（第８条関係） 

請 求 書 

 

 

金             円 

 

    年度防府市多様な事業者の参入促進・能力活用事業補助金として 

    

上記のとおり請求します。 

 

 

 

                               年  月  日 

 （宛先）防府市長              

 

                 所 在 地 

                 法 人 名   

                 代表者名              

                 施 設 名               

 

    振込先 

金融機関名 

            銀  行           本店・支店 

            信用金庫           本店・支店 

            農業協同組合         本店・支所 

口座番号    普通 ・ 当座  NO. 

フリガナ 

口座名義 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１（第６条関係） 

 

障 害 児 在 園 状 況 調 書  

 

       施設名            

 

障害児の氏名 

（生年月日） 
認 定 区 分  障害の種類 備 考 

 

（   年  月  日 生 ）  
号  知 的 ・ 身 体 ・ そ の 他  

 

 

（   年  月  日 生 ）  
号  知 的 ・ 身 体 ・ そ の 他  

 

 

（   年  月  日 生 ）  
号  知 的 ・ 身 体 ・ そ の 他  

 

 

（   年  月  日 生 ）  
号  知 的 ・ 身 体 ・ そ の 他  

 

 

（   年  月  日 生 ）  
号  知 的 ・ 身 体 ・ そ の 他  

 

 

（   年  月  日 生 ）  
号  知 的 ・ 身 体 ・ そ の 他  

 

 

（   年  月  日 生 ）  
号  知 的 ・ 身 体 ・ そ の 他  

 

 

（   年  月  日 生 ）  
号  知 的 ・ 身 体 ・ そ の 他  

 

 

（   年  月  日 生 ）  
号  知 的 ・ 身 体 ・ そ の 他  

 

 

（   年  月  日 生 ）  
号  知 的 ・ 身 体 ・ そ の 他  

 



別紙２（第６条関係） 

 

障 害 児 判 定 調 書 

 

            （施設名） 

            （園児の氏名）                 

            （生年月日） 年  月  日（  歳） 

            （入園年月日） 年  月  日 

 

 上記の者は、下記により多様な事業者の参入促進・能力活用事業支

給対象児に該当すると判定します。 

 

記  

 

１ 特別児童扶養手当支給対象児（証書記号番号           ） 

２ 障害児の基準に該当 

（注）手帳の写し又は医師の診断書等を必ず添付してください。 

種   別  

(該当項目を〇で囲むこと) 
障 害 の 程 度 

（１）知的障害児 療育手帳 
有 

無 

（２）身体障害児 身体障害者手帳 
有 

無 

（３）その他心身に継

続的な障害を示し、特

別な介助又は配慮を必

要とする児童 

（ 具 体 的 に 記 入 ）  



別紙３（第６条関係） 

 

保 育 士 加 配 状 況 調 書 

 

       施設名            

 

加配保育士氏名 

常  勤  

非 常 勤  

の 区 別  

人件費 

  

             円  

内 訳  

  

             円  

内 訳  

  

             円  

内 訳  

合 計               円  

 

 

 

 


